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１. 17年  3月期の連結業績（平成 16年 4月 1日 ～ 平成 17年 3月 31日）
(1)連結経営成績 (注）記載金額は、百万円未満切り捨て表示

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年  3月期 30,149 4.6 1,640 5.2 1,436 8.9

16年  3月期 28,824 △ 2.8 1,559 △ 23.3 1,318 △ 26.1

  
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

17年  3月期 1,513 75.8 84.30 -　 9.3 5.2 4.8

16年  3月期 861 △ 1.9 47.18 -　 5.5 4.9 4.6

 (注)①持分法投資損益   17年  3月期 　       - 百万円    16年  3月期           - 百万円

     ②期中平均株式数（連結）   17年  3月期 17,956,109 株   　 　16年  3月期  17,956,730 株 

     ③会計処理の方法の変更   無

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円   ％  円 銭

17年  3月期 28,516 16,776 58.8 934.35

16年  3月期 26,430 15,723 59.5 874.87

 (注) 期末発行済株式数（連結）　17年  3月期  17,955,734 株　  　16年  3月期  17,956,560 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円  百万円 百万円

17年  3月期  1,456     469  4,730

16年  3月期     32 △  426  3,480

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  8社     持分法適用非連結子会社数　  - 社     持分法適用関連会社数   - 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）  - 社    （除外）   - 社         持分法（新規）  - 社      （除外）   - 社

２. 18年  3月期の連結業績予想（ 平成 17年 4月 1日  ～  平成 18年 3月 31日 ）

　

百万円 百万円 百万円

中間期 16,000   250   130

通  期 33,800 1,640 1,050

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   58円 48銭

　＊　上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に関わる本資料発表

　　　日現在における仮定を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があり

　　　ます。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につきましては、添付資料８ページを参照

　　　してください。

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー

      △  645

    △  1,371

期 末 残 高
営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

当 期 純 利 益
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企業集団の状況

　当社の企業集団は、当社、子会社８社及び関連会社２社により構成されており、事業はベビー用品・
玩具関連事業と健康関連用品事業にかかる製品等の製造販売を主に行っております。事業内容と当社及
び関係会社等の当該事業にかかる位置づけ、並びに事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであ
ります。
　なお、事業区分は、事業の種類別セグメントと同一であります。

区分

  ベビーカー、ベビーラック、 製造：当社
  チャイルドシート、子守帯、 ※COMBI ASIA LIMITED        （香港）
  ベビー食器、ベビーマグ、ベ ※東莞康貝童車玩具有限公司  （広東省東莞市）
  ビーバス、乳首、ベビーケア ※寧波康貝兒童用品有限公司　（浙江省余姚市）
  用品（ベビーキープ・ベビー 販売：※COMBI USA, INC.　　　 　　（米国ｻｳｽｶﾛﾗｲﾅ州）
  シート等）、乳幼児用玩具、 ※COMBI ASIA LIMITED        （香港）
　知育玩具、ベビーアパレル、 ※康貝（上海）有限公司　　　（上海市）
　保育園運営、その他 ※コンビウィズ㈱　　　　　　（東京都）
　 ※COMBI (TAIWAN) CO.,LTD.   （台北市）

△㈱サクセスアカデミー　　　（神奈川県）
△BE BE DREAM LIMITED       （香港）
＋ピップトウキョウ㈱

　フィットネス機器（エアロバ 製造：当社
　イク、ノーチラスマシーン ※COMBI ASIA LIMITED        （香港）
　等）、介護用品（ポータブル ※東莞康貝童車玩具有限公司　（広東省東莞市）
　トイレ、シャワーチェア等）、 ※寧波康貝兒童用品有限公司　（浙江省余姚市）
　機能性食品、その他 販売：※コンビウェルネス㈱　　　　（東京都）

＋ピップトウキョウ㈱

(注） ※印は連結子会社、△は関連会社、＋印は関連当事者であります。

以上の企業集団等について図示すると次の通りであります。

国内 　　海外

製 　部 部
品 　品 品 製
・ 　・ ・ 品
商 　原 原 ・
品 　材 材 商
　料 料 品

　製品 　　 製品 　　　製品

　商品      商品 　　　商品

製品

商品

　主　要　製　品 　関　係　す　る　会　社　

販売代理店
　COMBI ASIA LIMITED
  COMBI USA,INC.
　康貝（上海）有限公司
　COMBI (TAIWAN) CO.,LTD.

コンビ株式会社
（製造・販売）

販売小売店

販売代理店
　コンビウィズ㈱
　コンビウェルネス㈱
　ピップトウキョウ㈱

ベ

ビ
ー

用

品

・

玩

具

関

連

事

業

健
康
関
連
用
品
事
業

国内ユーザー 製造・外注先 　製造・外注先
　　COMBI ASIA LIMITED
　　東莞康貝童車玩具有限公司
　　寧波康貝兒童用品有限公司

海外ユーザー

販
売
小
売
店

保育サービス
　コンビウィズ㈱
　㈱サクセスアカデミー

販売代理店
　COMBI ASIA LIMITED
  COMBI USA,INC.
　康貝（上海）有限公司
　COMBI (TAIWAN) CO.,LTD.

コンビ株式会社
（製造・販売）

販売小売店

販売代理店
　コンビウィズ㈱
　コンビウェルネス㈱
　ピップトウキョウ㈱

国内ユーザー 製造・外注先 　製造・外注先
　　COMBI ASIA LIMITED
　　東莞康貝童車玩具有限公司
　　寧波康貝兒童用品有限公司

海外ユーザー

販
売
小
売
店

保育サービス
　コンビウィズ㈱
　㈱サクセスアカデミー

販売小売店
　BE BE DREAM LIMITED
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関係会社の状況

連結子会社

名 称 住 所 資 本 金 主要な事業 議決権の所有 関 係 内 容 摘 要
の 内 容 割 合 又 は

被 所 有 割 合

％
COMBI ASIA 中華人民 15,000千 ベビー用品・ 100　　 当社のベビー用品及び健康関連用品を製造し
LIMITED 共和国香 香港ﾄﾞﾙ 玩具関連、健 ているほか当社のベビー用品を東南アジア地 (注)２

港 康関連用品事 域へ販売している。
業

COMBI USA,INC. ｱﾒﾘｶ合衆 8,500千 ベビー用品・ 100　　 当社のベビー用品を米国で販売している。
国ｻｳｽｶﾛﾗ USﾄﾞﾙ 玩具関連事業 役員の兼任あり。 (注)２
ｲﾅ州 当社は同社へ資金融資しているほか同社のリ

ース債務に対して保証している。

康貝(上海) 中華人民 6,300千 ベビー用品・ 100　　 当社のベビー用品を中国で販売している。
有限公司 共和国上 USﾄﾞﾙ 玩具関連事業 役員の兼任あり。 (注)２

海 当社は同社の銀行借入等に対して保証してい
る。

東莞康貝童車 中華人民 58,863千 ベビー用品・ 100　　 当社のベビー用品及び健康関連用品を製造し
玩具有限公司 共和国広 香港ﾄﾞﾙ 玩具関連、健 ［100］　 ている。 (注)２

東省 康関連用品事 COMBI ASIA LIMITEDの100％子会社である。 (注)３
業 役員の兼任あり。

寧波康貝兒童 中華人民 2,000千 ベビー用品・ 100　　 当社のベビー用品を製造している。
用品有限公司 共和国浙 USﾄﾞﾙ 玩具関連事業 ［100］　 COMBI ASIA LIMITEDの100％子会社である。 (注)３

江省

COMBI (TAIWAN) 台湾台北 20,000千 ベビー用品・ 75 当社のベビー用品を台湾で販売している。
CO.,LTD. 台湾ﾄﾞﾙ 玩具関連事業 ［75］　 COMBI ASIA LIMITEDが75％出資する子会社 (注)３

である。
役員の兼任あり。

ｺﾝﾋﾞｳｨｽﾞ㈱ 東京都台 30,000千 ベビー用品・ 100　　 当社の施設向けベビーケア用品の販売をして
東区 円 玩具関連事業 いる。

役員の兼任あり。
当社は同社へ資金融資している。

ｺﾝﾋﾞｳｪﾙﾈｽ㈱ 東京都台 50,000千 健康関連用品 100　　 当社のフィットネス機器及び介護用品の販売
東区 円 事業 をしている。

役員の兼任あり。
当社は同社へ資金融資している。

（注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

　　　２．特定子会社に該当しております。

　　　３．議決権の所有割合の［　］内は、COMBI ASIA LIMITEDによる間接所有の議決権の所有割合で内数となっております。

　　　４．連結子会社のうち、有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社はありません。

　　　５．上記連結子会社はいずれも売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が100分の10

　　　　　以下であるために、主要な損益情報等の記載を省略しております。
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経営方針 

 

１. 経営の基本方針 

「コンビは、豊かで夢のある生活文化を創造し、人々の暖かい触れあいの場を世界に広げます。」 

当社グループは、この企業理念のもと、「お母さんと赤ちゃんのコンビ」を応援する企業でありたいとの願いを込

め、創業以来ベビー用品事業を核として技術、品質への信頼を培ってまいりました。現在では､これらの技術資源を

軸に、対象を「ファミリー」へと広げ、保育分野から健康関連用品分野まで幅広く事業領域を拡大しております。 

今後とも、この企業理念を踏まえつつ、企業価値の最大化を経営の基本方針とし、コア事業と成長事業へ経営資

源を重点配分し、グローバル化を推進するとともに、株主、顧客、取引先、従業員など各ステークホルダーから積

極的に支持され、社会に幅広く貢献する企業市民へと自己革新を続けてまいります。 

  

２． 利益配分に関する基本方針 

当社グループは、株主の皆様への利益還元を最も重要な経営政策の一つとして位置づけ、企業体質の強化を図り

つつ、業績に応じた成果の配分を安定的に行うことを配当政策の基本方針としております。具体的には、継続的か

つ安定的な配当に努めるとともに、業績などを勘案した還元策を実施してまいりました。また、内部留保につきま

しては、競争力強化のための研究開発投資や経営基盤強化、グローバル化など今後の事業発展に有効に活用してま

いりたいと考えております。 

なお、当期の期末配当は１株当たり１０円とさせていただく予定であります。 

 

３． 投資単位の引下げに関する考え方および方針等 

当社は、投資家層の拡大を図るとともに、当社株式の流動性を高めていくことを経営上の重要課題の一つと考え

ております。投資単位の引下げにつきましては、今後の市場状況等、当社株価の動向等を踏まえ検討してまいりま

す。 

 

４． 目標とする経営指標 

当社グループは、グローバル競争に勝ち抜くことができる資本効率の高い経営体質の構築を実現すべく、付加

価値の向上とコスト削減、株主資本の運用効率向上に努め、2008 年 3 月期には連結ＲＯＥ８％を実現してまいりま

す。また、キャッシュ・フロー経営の重要性に鑑み、2008年3月期には連結売上高営業利益率８％を目指してまいり

ます。 

 

５． 中長期的な経営戦略 

当社グループは、常に成長する企業集団を実現するため、重点的成長戦略として、事業のグローバル化を推し進

めるとともに、２０１０年に向けて①先進的なブランドとしての認知度 ②クオリテイ ③人と組織の活性度 そ

れぞれの向上に強力に取組んでまいります。 

具体的な経営戦略は以下の通りです。これらを全力で推進することにより一層の企業価値の向上と事業の発展を

目指します。 

① 海外戦略の積極的推進（販売と生産・購買のグローバル化） 

② ベビー用品・玩具関連事業の製品およびサービスの領域拡大・強化 

③ 健康関連用品事業の展開（健康・介護への社会的ニーズの高まりに対する取組み） 

④ 研究開発の重視（消費者に支持される高品質で付加価値のある製品およびサービスの開発） 

⑤ 社内体制の強化（成果責任を明確にした人事制度、強靭でスリムな組織体制、業務改革の推進） 

⑥ 環境マネジメントシステムへの積極的な取組み（ＩＳＯ１４００１認証取得事業所の拡大） 

 

６． 会社の対処すべき課題 

（１）少子化への対応 

少子化傾向は続くものの、当社グループは、ベビー用品事業で積極的に新製品の開発、新規分野の開拓を実施し

てまいります。国内市場では、高シェア製品群である主力３品ベビーカー、チャイルドシート、ベビーラックの圧

倒的な競争優位を確立してゆくとともに、海外市場でも積極的に事業を展開し、主にアジア・米国での着実な市場

開拓により事業のさらなる成長を推進してまいります。他方、少子化に対処する国の施策として「次世代育成支援

法」など、育児環境支援に対する社会的ニーズの高まりに対し、保育園事業及び外出環境支援事業などで応えてま

いります。 
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（２）業績低迷の３子会社の事業見直し 

米国市場を担当する子会社ＣＯＭＢＩ ＵＳＡ，ＩＮＣ．は、平成１６年２月にオペレーションコストの低減等

を目的にイリノイ州からサウスカロライナ州へ本店所在地を移転、現地経営陣も一新し、商材の拡充と大手専門店

への販路展開、人件費などの経費削減を推進し業績回復を目指しております。また、中国市場を担当する子会社 康

貝（上海）有限公司も、平成１７年１月より現地経営陣を一新し、効率性・収益性を重視し、取扱商品の絞り込み、

販売チャネルの再編および経費圧縮により事業の見直しを実施しております。なお、健康関連用品事業の国内販売

を担当する子会社コンビウェルネス株式会社は、前連結会計年度に続き当連結会計年度も黒字となり、事業収益力

の改善努力の結果が現れてきております。 

 

７． コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び施策の実施状況 

（１）基本的な考え方 

公正な経営を実現するため、株主に対する経営の透明性を高め、経営環境の変化に機敏に対応できる経営体

制を確立することを経営上の最重要課題の一つと位置付けております。そのため、役割と責任の明確化及びス

ピーディな意思決定、内部統制機能の強化、情報開示が重要と考えております。 

（２）施策の実施状況 

① 会社の機関の基本説明 

 当社は監査役制度を採用しており、監査役３名のうち２名を社外監査役とし、監査・牽制機能の強化を図っ

ております。そして、定期若しくは随時に監査役監査を厳正に実施しております。また、会計監査については、

中央青山監査法人に委託し、期中・期末監査だけでなく内部統制機能の充実についても適正なアドバイスを受

けております。 

② 会社の機関内容および内部統制システムの整備の状況 

 当社の内部統制システムといたしましては、内部監査室による各部門の業務の適正性についての定期若しく

は随時に監査を実施しております。また、コーポレート・ガバナンスがより有効に機能するように、執行役員

制度を導入しております。 

③ 内部監査および監査役監査の状況 

 当社の内部監査は内部監査室が担当しており、人員は１名（但し、必要のある場合は関連部署の協力要請可

能）で、社内監査および子会社監査を実施しております。監査状況については、監査講評会の開催および報告

書により評価と提言を行い、その結果および改善状況について、代表取締役社長が適時に把握できる体制にな

っております。 

 監査役会は監査役３名で構成され、１名が常勤監査役であります。監査役会は法令および定款に従い、各監

査役の報告に基づき監査役会意見を形成しております。監査役は全ての取締役会および重要な会議にも参加し

ております。また、重要な決裁書類の閲覧、取締役からの聴取等により経営の実態を適時に把握し監査できる

体制になっており、その結果を年４回代表取締役社長に意見具申しております。 

④ 会計監査の状況 

 当社の会計監査を執行した公認会計士は北本幸仁氏、信田 力氏であり、中央青山監査法人に所属しており、

当社に係る継続監査年数はそれぞれ１７年と１年であります。また、当社の会計監査業務に係る補助者は、公

認会計士４名、会計士補９名であり、中間決算、本決算の期末監査のほか、年２回の期中監査を定期的に実施

しております。また、この他にも、システム監査を年１回実施するとともに、必要に応じて適正な指導を受け

ております。 

⑤ 社外取締役および社外監査役との関係 

 社外監査役２名と当社との間には、特別な人的関係、取引関係、その他特別な利害関係はありません。 

なお、当社は社外取締役を選任しておりません。 

⑥ リスク管理体制の整備の状況 

 当社のリスク管理体制といたしましては、リスクマネジメント委員会を設置しております。リスクマネジメ

ント委員会は、リスクの分析、対処法の開発、選択、実践、改善を行なうリスクマネジメントシステムを構築

し、リスクマネジメントが行なわれているか監視し、必要な措置を指示しております。また、情報セキュリテ

ィ体制につきましては、ＩＴ＆業務改善室担当役員を情報セキュリティ責任者とし、各部門に情報セキュリテ

ィ管理者を設置しております。そして、情報セキュリティ規程、情報セキュリティガイドライン及び情報セキ

ュリティマニュアルを基に、全社員への周知徹底を図っております。個人情報の保護についても、総務人事部

担当役員を個人情報管理責任者とし、プライバシーポリシーで当社の基本姿勢を公表するとともに、個人情報

保護規程・マニュアル等を制定し、社内体制を構築し、全社員への教育を実施しております。 
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⑦ 役員報酬の内容 

当社の取締役及び監査役に対する役員報酬の内容は次のとおりであります。 

役員報酬：社内取締役に支払った報酬         １２０，６６１千円 

社内監査役に支払った報酬          １４，８５０千円 

社外監査役に支払った報酬           ７，２３０千円 

社外取締役は選任しておりません。 

なお、上記金額には、利益処分による役員賞与を含んでおります。 

⑧ 監査報酬の内容 

当社および当社の関係会社の監査法人に対する監査報酬の内容は次のとおりであります。 

監査報酬：①公認会計士法（昭和２３年法律第１０３号） 

第２条第１項の業務（監査証明業務）の 

対価として監査証明に係る報酬等の金額    ２１，０００千円 

②上記以外の報酬等の金額               － 千円 

 

８． 関連当事者との関係に関する基本方針 

当社の代表取締役会長 松浦康雄は、当社の主要株主であるピップトウキョウ株式会社（東京都千代田区）の取

締役会長を兼務しております。但し、同社に対する当社製品の販売に係わる価格その他の取引条件は、当社と資本

関係を有しない他の当事者と特に差異は無く、今後ともその取引方針に変更はありません。 

 

経営成績及び財政状態 

 

１． 経営成績 

（１）当連結会計年度の概要 

①概要 

当連結会計年度におけるわが国経済は、設備投資や企業収益の改善があり、景況感は向上の兆しが見られまし

たが、個人消費は依然力強さに欠け、本格的な回復には至らないまま推移しております。 

このような状況下、当社グループは、高付加価値で先進性のある育児用品と育児サービスの開発・販売に努め

るとともに、原価低減に注力してまいりました。コア事業であるベビー用品事業のうち、チャイルドシートは、

国内では高付加価値品の売上が増加し、台湾ではチャイルドシート着用義務法制化もあり、前年同期と比較して

増収増益となりました。アパレル事業では、「ラップクラッチ」の特許登録認可、タレント千秋をデザイナーに起

用した新ブランド「リボンキャスケット」発売などにより、機能性とファッション性が好評を得て、引き続き業

績を順調に伸ばしております。 

以上の結果、当連結会計年度の売上高は３０１億４９百万円（前期比４．６％増）、経常利益は１４億３６百万

円（前期比８．９％増）となりました。 

なお、当社個別決算においては、子会社であるＣＯＭＢＩ ＵＳＡ，ＩＮＣ．および康貝（上海）有限公司へ

の投資額に関して、実質価額が当社帳簿価額と比較して著しく乖離する状況となったため、当該２社の株式およ

び出資金に対する評価損等を特別損失として計上しております。連結決算においては、当該特別損失により法人

税が減少した結果、当期純利益は１５億１３百万円（前期比７５．８％増）となりました。 

 

②事業の種類別セグメントの業績は、次の通りであります。 

＜ベビー用品・玩具関連事業＞ 

ベビーカーは、赤ちゃんの成長に合わせてＡ型とＢ型の２台を購入していた消費者が、Ａ・Ｂ型兼用（新Ａ型）

の１台のみを購入する傾向に変り、販売台数が減少しておりますが、２ヶ月から２４ヶ月まで快適に使用できる

新製品「ウェルフラットワイドＷ ＥＧ」等の投入などにより、利益率は改善いたしました。チャイルドシート

は、座席部が３６０度回転する「ゼウスターン」や新生児から７歳頃まで使えるロングユース製品「プリムロン

グ」などの高付加価値品の売上構成比が増加し、売上高および利益率ともに前年同期を上回る実績となりました。

通信販売を主体とするアパレル事業は５期目を迎え、「ラップクラッチ」に代表される機能性とデザインと値ごろ

感のある価格設定が消費者に支持され順調に販売実績を伸ばしております。保育園事業では、高品質の保育サー

ビスの提供をテーマに、当期に区立保育園１園の運営受託のほか４園を開園し、当連結会計年度末現在で１１園

を運営しております。 
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この結果、同事業の売上高は２７０億９百万円（前年同期比５．５％増）、営業利益は３３億６８百万円（同６．

８％増）となりました。 

 

＜健康関連用品事業＞ 

フィットネス事業におきましては、高齢者向けトレーニング事業に対する新規参入企業の増加等により、施設

向け販売は苦戦しましたが、一般消費者向け商材の拡充とテレビ通信販売の活用によりパーソナル向けが順調に

伸びて前年販売実績を上回りました。ヘルスケア事業は、介護保険の要介護認定の厳格化により、ポータブルト

イレ等の高額介護用品の販売が苦戦いたしました。機能性食品事業は、収益を計上する段階に至りませんでした

が、乳酸菌を初めとする食品素材の販路拡大により、事業拡大を目指しております。 

この結果、同事業の売上高は３１億４０百万円（前期比２．５％減）、営業損失は７０百万円となりました。 

 

③所在地別セグメントの業績は、次の通りであります。 

＜日本＞ 

幅広い品揃えと安全性が消費者に認知され、チャイルドシートは増収増益となりました。通信販売を主体とす

るベビーアパレルは引き続き売上を拡大しております。また、子会社コンビウィズ株式会社が運営する保育園は、

当連結会計年度で４園増加し、計１１園の運営をしております。 

この結果、同所在地の売上高は２７９億９６百万円（前年同期比３．５％増）、営業利益は２９億１０百万円（同

１．４％増）となりました。 

＜アジア＞ 

アジア地域では、台湾でのチャイルドシート着用義務法制化の追い風のなか、台湾合弁子会社は増収増益とな

りました。また、米国販売子会社の売上増加に伴い、米国市場向けベビーカーを供給する中国子会社も増収とな

りました。日本市場でのベビーカー販売苦戦の影響で、香港子会社の販売実績は前年同期を下回りました。しか

し、中国生産子会社での、原材料の現地調達比率も上昇し、着実に原価低減を進めております。 

この結果、同所在地の売上高は５４億８６百万円（前年同期比１．５％減）、営業利益は６億５１百万円（同２

２．６％増）となりました。 

＜北米＞ 

北米地域では、大手流通への販路拡大により販売実績は前年同期を大きく上回りました。しかし、チャイルド

シートの発売時期の遅れ等があり、本店移転コスト等を吸収するには至りませんでした。 

この結果、同所在地の売上高は９億７２百万円（前年同期比４１．２％増）、営業損失は２億６９百万円となり

ました。 

 

（２）次期の見通し 

当社グループを取り巻く事業環境は、引き続き厳しいものがありますが、積極的な新製品開発、新規分野の拡

大、効果的な費用投下により、業容の拡大と利益の増大を実現してまいります。 

主力のベビー用品・玩具関連事業については、高シェア商品群（ベビーカー・チャイルドシート・ベビーラッ

ク）の優位性の確立を目指して、新しい消費トレンドに対応した製品を投入してまいります。 

また、ベビーアパレルは「コンビミニ」ブランドのファンが定着してきており、キッズ向けアパレル、ベビー

寝具およびインテリアなど商品ラインの充実と拡販施策を推し進め、一層の事業拡大を目指します。 

外出環境支援事業と保育園事業を展開する子会社コンビウィズ株式会社では、新たな事業としてこども写真館

ビジネス「コンビプラザこども写真ファンタジア」をスタートいたしました。 

海外市場でも、アジア市場での事業拡大を引き続き積極化するとともに、米国と中国市場での事業については、

販売戦略の見直しにより、利益重視の経営を進めてまいります。 

健康関連用品事業については、施設向けのトータル販売や直接販売を強化するとともに、個人向け分野にも品

揃えの充実などにより、フィットネス事業を積極展開するとともに、ヘルスケア事業も新製品の投入と介護ネッ

トワークの構築等により巻き返しを図り、売上拡大と収益力強化に努力してまいります。機能性食品事業では、

家畜用飼料素材の販路拡大を進めてまいります。 

また、平成１６年４月に稼動したＥＲＰシステムを有効活用するとともに引き続き業務改革を推進し、業務全

般の効率化を図り、一層のコストダウンにつなげてまいります。 

こうした諸施策の実施により､連結売上高３３８億円（前連結会計年度比１２．１％増）、経常利益１６億４０

百万円（同１４．２％増）、当期純利益１０億５０百万円（同３０．６％減）を見込んでおります。 
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【連結売上高】                               （百万円、％） 

事業の種類 １７年３月期(実績) １８年３月期(予想) 比較増減(増減比率) 

ベビー用品・玩具関連事業 ２７,００９ ３０,３００ ３,２９１(１２．２)

健康関連用品事業 ３,１４０ ３,５００ ３６０(１１．５)

合計 ３０,１４９ ３３,８００ ３,６５１(１２．１)

 

（業績予想に関する注意事項） 

本資料に記載されている市場予測や業績見通しは、当社及び当社グループが現時点において入手可能な情報から得られた判断に基づい

ておりますが、リスクや不確実性を含んでおります。従いまして、諸要因の変化により実際の業績は記載事項と異なる結果となる可能

性があることをご承知おきください。 

 

２． 財政状態 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、４７億３０百万円となり、前連結会

計年度末に比べ１２億５０百万円増加いたしました。これは主に、前連結会計年度に比べ法人税等の支払額が８億

３９百万円減少したことと、社債の償還１０億円があったものの、私募により無担保普通社債２０億円を発行した

ことによるものであります。 

各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減の要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動による資金の増加は１４億５６百万円（前連結会計年度比１４億２４百万円増）となりました。こ

れは主に、税金等調整前当期純利益１３億８１百万円（同２０百万円増）、減価償却費６億２０百万円（同７１

百万円増）により獲得した資金を、法人税等の支払額３億円（同８億３９百万円減）、たな卸資産の増加５億２

３百万円（同４４百万円減）などに充当したことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は､６億４５百万円（同７億２５百万円減）となりました。これは主に、保育園

の新設投資、海外子会社での金型投資、情報システム投資などの固定資産の取得による支出７億１３百万円（同

２億１４百万円減）によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果獲得した資金は４億６９百万円（前連結会計年度は４億２６百万円の使用）となりました。

これは主に、配当金の支払い３億６１百万円（前連結会計年度比８９百万円減）と、社債の発行と償還の相殺

後で１０億円の資金増加があったことによるものであります。 

 

なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは次の通りであります。 

 14年3月期 15年3月期 16年3月期 17年3月期 

自己資本比率（％） ５６．３ ５７．６ ５９．５ ５８．８

時価ベースの自己資本比率(％) ３４．５ ４８．１ ５１．３ ５１．６

債務償還年数（年） １．８ １．９ １１９．８ ３．３

インタレスト・カバレッジ・レシオ ２３．２ ２３．７ ０．４ ２５．１

・ 自己資本比率：自己資本／総資産 

・ 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

・ 債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

・ インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

１． いずれも連結ベースの財務数値により計算しております 

２． 株式時価総額は、期末株式終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により計算しております。 

３． キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しております。有利子負債は連結貸借対照表に計上さ

れている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。利払いについては連結キャッシ

ュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 
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３．事業等のリスク 

当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えら

れる主な事項を記載しております。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても、投資者の

投資判断上、重要であると考えられる事項については、積極的な情報開示の観点から以下に開示しております。な

お、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避および発生した場合の対応に努め

る所存であります。 
 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 
 
（１）少子化について 

当社グループの主要な事業は、ベビー用品・玩具関連事業であり、連結売上高に占める割合は、平成１７年３

月期で８９．６％であります。このため、当社の業績は、出生数の低下などわが国の少子化により業績に影響が

でる可能性があります。 

 当社グループと致しましては、国内ではベビーカー、チャイルドシートといった主力商品群において需要創造

型製品の開発、デザイン性・機能性を重視した差別化製品のラインナップ充実、ベビーアパレル事業や政府の少

子化対策プランを背景に保育事業を推進すると共に、海外における事業活動にも傾注してまいります。 
 当社グループが業界と市場の変化を十分に予測できず、上記の取組みが計画通りに進まなければ、将来の成長

と収益性を低下させ、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

（２）価格競争 

 わが国におけるベビー用品・玩具業界における競争は、海外からの低価格商品の流入や大手取引先同士の競争

激化により大変厳しいものとなっております。 

 当社グループと致しましては、世界最適地生産と海外生産拠点における部品内製化の推進により、継続したコ

スト削減活動により収益力の向上を目指してまいります。また市場価格に左右されない差別化された高付加価値

製品を投入し対応を図ってまいります。 

 当社グループが市場環境の変化や顧客ニーズを予測できなければ、将来においても有効に競争できるという保

証はなく、価格面での圧力や有効に競争できないことによる顧客離れは、当社グループの業績と財務状況に悪影

響を及ぼす可能性があります。 

 

（３）製品・サービスの信頼性について 

 当社グループの製品は、公的な製品規格の遵守は基より、更に厳しい自社品質管理基準により一層の安全を図

っております。しかし、全ての製品について欠陥が無く、将来にリコールが発生しないという保証はありません。

また、製造物責任賠償については保険に加入しておりますが、この保険が最終的に負担する賠償額を十分にカバ

ーできる保証はありません。リコールにつながるような製品の欠陥は、多額のコストや当社グループに重要な影

響を与え、それにより売上が低下し、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 また、当社グループが営む保育施設等における安全・衛生には十分注意を払っておりますが、万一事故が発生

した場合には、施設等の一時休業や社会的評価の低下とそれに伴う売上の減少が予想されることから、当社グル

ープの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 
 
（４）為替変動の影響について 

当社グループは世界のさまざまな市場において原材料・仕入品の調達及び製品の提供を行っており、世界各地

の経済情勢、とくに為替レートの変動は業績に大きく影響を与える可能性があります。 

当社グループは通貨ヘッジ取引を行ない、為替レートの変動による悪影響を最小限に止める努力をしておりま

す。しかしながら、急激な為替の変動は為替リスクとなることがあり、当社グループの業績と財務状況に悪影響

を及ぼす可能性があります。 

 

（５）海外進出について 

 当社グループは製品の製造拠点及び販売市場を国内外に求め、国際的に事業を展開しております。海外におけ

る事業活動につきましては国ごとにさまざまなリスクを内在しており、これらの顕在化により投下資金の回収が

困難となる場合が考えられます。 

 当社グループはカントリーリスクを十分に検討した上で、投資の意思決定を行っておりますが、急激な情勢の

変化により、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 
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連結貸借対照表
（注）千円未満の端数切捨て

 　　　期　　　別

科　　　目 金　　額 金　　額 金　　額

 （資産の部） 千円 ％ 千円 ％ 千円 

Ⅰ 流動資産 〔 20,470,863 〕 71.8 〔 18,066,838 〕 68.4 〔 2,404,025 〕

現 金 及 び 預 金 5,112,643 3,912,454 1,200,188

受取手形及び売掛金 8,007,711 7,579,773 427,937

有 価 証 券 1,057,945 1,038,856 19,088

た な 卸 資 産 4,818,249 4,333,973 484,275

繰 延 税 金 資 産 645,778 289,732 356,046

そ の 他 874,683 1,008,986 △ 134,302 

貸 倒 引 当 金 △ 46,148 △ 96,939 50,791

Ⅱ 固定資産 〔 8,045,702 〕 28.2 〔 8,363,822 〕 31.6 〔 △ 318,119 〕

1. 有形固定資産 （ 5,859,459 ） 20.6 （ 5,872,677 ） 22.2 （ △ 13,218 ）

建 物 及 び 構 築 物 2,272,712 2,305,352 △ 32,640 

機械装置及び運搬具 251,580 289,631 △ 38,051 

金 型 211,720 200,206 11,514

土 地 2,786,294 2,786,294 - 

建 設 仮 勘 定 70,884 3,750 67,133

そ の 他 266,267 287,441 △ 21,174 

2. 無形固定資産 （ 665,048 ） 2.3 （ 694,146 ） 2.6 （ △ 29,098 ）

3. 投資その他の資産 （ 1,521,195 ） 5.3 （ 1,796,998 ） 6.8 （ △ 275,802 ）

投 資 有 価 証 券 974,691 1,049,193 △ 74,502 

繰 延 税 金 資 産 2,316 45,192 △ 42,875 

そ の 他 683,386 855,649 △ 172,262 

貸 倒 引 当 金 △ 139,198 △ 153,036 13,837

資 産 合 計 28,516,565 100.0 26,430,660 100.0 2,085,905

当連結会計年度 前連結会計年度 増　　　減
平成17年3月31日現在 平成16年3月31日現在

構成比 構成比
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（注）千円未満の端数切捨て

 　　　期　　　別

科　　　目 金　　額 金　　額 金　　額

 （負債の部） 千円 ％ 千円 ％ 千円 

Ⅰ 流　動　負　債 〔 7,727,088 〕 27.1 〔 8,516,388 〕 32.2 〔 △ 789,300 〕

支払手形及び買掛金 4,159,652 3,915,955 243,696

短 期 借 入 金 1,230,513 1,348,260 △ 117,747 

１年以内償還予定社債 - 1,000,000 △ 1,000,000 

未 払 金 1,466,568 1,391,587 74,980

未 払 法 人 税 等 51,962 41,039 10,922

繰 延 税 金 負 債 - 10,066 △ 10,066 

賞 与 引 当 金 378,394 330,530 47,863

そ の 他 439,997 478,947 △ 38,950 

Ⅱ 固　定　負　債 〔 3,984,547 〕 14.0 〔 2,187,565 〕 8.3 〔 1,796,982 〕

社 債 3,000,000 1,000,000 2,000,000

繰 延 税 金 負 債 79,933 56,852 23,081

退 職 給 付 引 当 金 18,103 60,804 △ 42,701 

役 員 退 職 金 引 当 金 290,410 295,508 △ 5,098 

そ の 他 596,100 774,400 △ 178,299 

負 債 合 計 11,711,636 41.1 10,703,954 40.5 1,007,682

 （少数株主持分）

少 数 株 主 持 分 〔 28,069 〕 0.1 〔 3,019 〕 0.0 〔 25,050 〕

 （資本の部）

Ⅰ 資 本 金 〔 2,991,922 〕 10.5 〔 2,991,922 〕 11.3 〔 - 〕

Ⅱ 資 本 剰 余 金 〔 2,783,731 〕 9.8 〔 2,783,731 〕 10.5 〔 - 〕

Ⅲ 利 益 剰 余 金 〔 11,241,614 〕 39.4 〔 10,101,055 〕 38.2 〔 1,140,558 〕

Ⅳ その他有価証券評価差額金 〔 38,907 〕 0.1 〔 40,553 〕 0.2 〔 △ 1,646 〕

Ⅴ 為 替 換 算 調 整 勘 定 〔 △ 276,913 〕 △ 1.0 〔 △ 191,798 〕 △ 0.7 〔 △ 85,114 〕

Ⅵ 自 己 株 式 〔 △ 2,403 〕 △ 0.0 〔 △ 1,777 〕 △ 0.0 〔 △ 625 〕

資 本 合 計 16,776,859 58.8 15,723,687 59.5 1,053,172

負債、少数株主持分
及 び 資 本 合 計

28,516,565 100.0 26,430,660 100.0 2,085,905

増　　　減
平成17年3月31日現在 平成16年3月31日現在

構成比 構成比

当連結会計年度 前連結会計年度
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連結損益計算書
（注）千円未満の端数切捨て

 　　　期　　　別

科　　　目 金 額 金 額 金 額

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

Ⅰ 30,149,927 100.0 28,824,687 100.0 1,325,239 104.6

Ⅱ 16,299,284 54.1 15,473,011 53.7 826,273 105.3

13,850,642 45.9 13,351,676 46.3 498,965 103.7

Ⅲ 12,209,735 40.5 11,791,964 40.9 417,770 103.5

1,640,907 5.4 1,559,711 5.4 81,195 105.2

Ⅳ 〔 144,642 〕 0.5 〔 71,150 〕 0.3 〔 73,491 〕 203.3

受 取 利 息 22,140 19,666 2,474

受 取 配 当 金 8,911 7,747 1,164

受 取 手 数 料 70,183 - 70,183

保 険 関 係 収 入 15,057 - 15,057

そ の 他 28,349 43,737 △ 15,388 

Ⅴ 〔 349,195 〕 1.1 〔 312,113 〕 1.1 〔 37,081 〕 111.9

支 払 利 息 76,457 77,448 △ 991 

売 上 割 引 151,271 148,101 3,169

為 替 差 損 12,961 72,723 △ 59,761 

支 払 リ ー ス 料 60,333 - 60,333

そ の 他 48,171 13,839 34,332

1,436,354 4.8 1,318,749 4.6 117,605 108.9

Ⅵ 60,148 0.2 63,610 0.2 △ 3,462 94.6

Ⅶ 115,135 0.4 20,996 0.1 94,138  - 

1,381,367 4.6 1,361,363 4.7 20,004 101.5

140,595 0.5 488,063 1.7 △ 347,467 28.8

△ 298,899 △ 1.0 11,590 0.0 △ 310,489  - 

26,010 0.1 561 0.0 25,449  - 

1,513,660 5.0 861,148 3.0 652,511 175.8

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

当 期 純 利 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

特 別 損 失

税金等調整前当期純利益

経 常 利 益

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

前年度

対　比

百分比

売 上 高

当連結会計年度 前連結会計年度

売 上 原 価

百分比 百分比

自平成16年4月 1日

増　　　減

自平成15年4月 1日
至平成17年3月31日 至平成16年3月31日
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連結剰余金計算書
（注）千円未満の端数切捨て

 　　　期　　　別

自平成16年4月１日　 自平成15年4月１日　
至平成17年3月31日　 至平成16年3月31日　

科　　　目 金　　額 金　　額 金　　額

(資本剰余金の部） 千円 千円 千円 

Ⅰ 資本剰余金期首残高 〔 2,783,731 〕 〔 2,783,731 〕 〔 　    - 〕

Ⅱ 資本剰余金期末残高 〔 2,783,731 〕 〔 2,783,731 〕 〔 　    - 〕

(利益剰余金の部）

Ⅰ 利益剰余金期首残高 〔 10,101,055 〕 〔 9,708,214 〕 〔 392,840 〕

Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 高 〔 1,513,660 〕 〔 861,148 〕 〔 652,511 〕

当 期 純 利 益 1,513,660 861,148 652,511

Ⅲ 利 益 剰 余 金 減 少 高 〔 373,101 〕 〔 468,308 〕 〔 △ 95,206 〕

配 当 金 359,126 448,921 △ 89,794 

取 締 役 賞 与 13,975 19,387 △ 5,412 

Ⅳ 利益剰余金期末残高 〔 11,241,614 〕 〔 10,101,055 〕 〔 1,140,558 〕

当連結会計年度 前連結会計年度 増　　　減
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連結キャッシュ・フロー計算書

（注）千円未満の端数切捨て

期　　別 

　　自　平成16年4月 1日 　　自　平成15年4月 1日
 科　　目 　　至　平成17年3月31日 　　至　平成16年3月31日

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 千円 千円
税金等調整前当期純利益 1,381,367 1,361,363
減価償却費 620,370 549,369
貸倒引当金の減少額 △ 64,068 △ 50,861
賞与引当金の増（減） 47,863 △ 72,301
退職給付引当金の増（減） △ 42,701 22,528
役員退職金引当金の増（減） △ 5,098 28,685
受取利息及び受取配当金 △ 31,052 △ 27,413
支払利息 76,457 77,448
為替差損 1,709 17,074
有価証券売却益 -　 △ 713
有価証券償還益 △ 647 -　
投資有価証券評価損 2,364 -　
投資有価証券売却益 -　 △ 2,407
固定資産処分損 13,227 7,855
固定資産売却益 △ 3,009 -　
売上債権の（増）減 △ 440,694 332,694
たな卸資産の増加額 △ 523,366 △ 567,850
その他営業資産の（増）減 455,060 △ 338,893
仕入債務の増（減） 195,443 △ 530,235
その他営業負債の増加額 24,909 384,450
役員賞与の支払額 △ 13,975 △ 19,387
　　小        計 1,694,161 1,171,406
法人税等の支払額 △ 300,016 △ 1,139,330
法人税等の還付額 62,208 -　
営業活動によるキャッシュ・フロー 1,456,353 32,075

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
利息及び配当金の受取額 30,734 26,679
定期預金の預入による支出 △ 1,656,499 △ 1,863,602
定期預金の払戻による収入 1,680,909 1,556,975
有価証券の売却による収入 135,000 97,000
有形固定資産の取得による支出 △ 498,934 △ 639,318
有形固定資産の売却による収入 7,647 -　
無形固定資産の取得による支出 △ 215,000 △ 288,864
投資有価証券の取得による支出 △ 60,284 △ 300,010
投資有価証券の売却による収入 -　 5,228
その他の投資による支出 △ 199,347 △ 28,802
その他の投資の回収による収入 129,813 63,573
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 645,961 △ 1,371,141

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
利息の支払額 △ 58,045 △ 74,845
短期借入れによる収入 1,803,031 1,414,126
短期借入金の返済による支出 △ 1,913,790 △ 1,292,241
長期借入金の返済による支出 -　 △ 22,500
社債の発行による収入 2,000,000 -　
社債の償還による支出 △ 1,000,000 -　
自己株式の取得による支出 △ 625 △ 369
配当金の支払額 △ 361,472 △ 451,068
財務活動によるキャッシュ・フロー 469,097 △ 426,898

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 29,250 △ 95,727

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（減少額） 1,250,239 △ 1,861,692
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 3,480,579 5,342,272

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 4,730,819 3,480,579

金　　　額 金　　　額

当連結会計年度 前連結会計年度
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連結財務諸表作成のための基本となる事項

1. 連結の範囲に関する事項

子会社は８社全てを連結しております。

連結子会社の名称は次のとおりであります。

COMBI　ASIA　LIMITED、COMBI　USA, INC. 、康貝（上海）有限公司、東莞康貝童車玩具有限公司、

寧波康貝兒童用品有限公司、COMBI (TAIWAN) CO.,Ltd. 、コンビウィズ㈱、コンビウェルネス㈱

2. 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の非連結子会社及び関連会社はありません。

(2) 持分法を適用しない関連会社の名称は次のとおりであります。

㈱サクセスアカデミー、BE BE DREAM LIMITED

持分法非適用会社は、当期純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため、持分法は適用しておりません。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、COMBI ASIA LIMITED、COMBI USA, INC.  、康貝(上海)有限公司、東莞康貝

童車玩具有限公司、寧波康貝兒童用品有限公司、COMBI(TAIWAN)CO.,Ltd. の決算日は、12月31日で

あります。連結財務諸表の作成に当たっては同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

コンビウィズ㈱及びコンビウェルネス㈱の決算日は連結決算日と一致しております。

4. 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　（イ）有価証券

① 満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）を採用しております。

② その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

　（ロ）デリバティブ　

時価法を採用しております。

　（ハ）たな卸資産

主として総平均法による原価法を採用しております。
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　（イ）有形固定資産

当社及び国内連結子会社は定率法、在外連結子会社は定額法を採用しております。

ただし、当社及び国内連結子会社については、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりです。

　建物 8～50年

　機械装置 5～11年

　（ロ）無形固定資産

当社及び国内連結子会社は定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における使用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

(3) 重要な繰延資産の処理方法

社債発行費

支出時に全額費用として処理しております。

(4) 重要な引当金の計上基準

　（イ）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　（ロ）賞与引当金

当社及び国内連結子会社は従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当

連結会計年度の負担額を計上しております。

　（ハ）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することと

しております。

　（ニ）役員退職金引当金

当社では役員に対する退職金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、在外子会社の決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分及

び資本の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。
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(6) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(7) 重要なヘッジ会計の方法

　（イ）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、通貨オプション及び為替予約については振当処理の

要件を満たしている場合は振当処理を採用しております。

　（ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針

当社の内部規程である「市場リスク管理規程」に基づき、為替変動リスクをヘッジしております。

なお、主要なリスクである外貨建仕入取引（予定取引を含む）の為替変動リスクに関しては、原則

として、決済が1年以内の取引については90％以下をヘッジし、決済が1年を超える取引については

70％以下をヘッジする方針であります。

当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下の通りであります。

　・ヘッジ手段 通貨オプション、為替予約

　・ヘッジ対象 外貨建取引（予定取引を含む）

　（ハ）有効性評価の方法

原則としてヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動

またはキャッシュ・フロー変動の累計とを比率分析する方法によっております。ただし、振当処理

によっている為替予約等は、有効性の評価を省略しております。

(8) 消費税等の会計処理

当社及び国内連結子会社は税抜方式によっております。

5. 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

6. 連結調整勘定の償却に関する事項

該当事項はありません。

7. 利益処分項目等の取扱いに関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて

作成しております。

8. 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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注記事項

1. 有形固定資産の減価償却累計額 1. 有形固定資産の減価償却累計額
4,594,932 千円 4,411,946 千円

2. 担保提供資産 2. 担保提供資産
建物及び構築物 984,270 千円 建物及び構築物 1,045,821 千円
土地 783,502 千円 土地 1,160,103 千円
計 1,767,773 千円 流動資産その他 48,549 千円

計 2,254,475 千円

上記に対応する債務 上記に対応する債務
社債 1,000,000 千円 短期借入金 43,746 千円

１年以内償還予定社債 1,000,000 千円
社債 1,000,000 千円
計 2,043,476 千円

3. 保証債務 26,787 千円 3. 保証債務 31,584 千円

4. 発行済株式総数 普通株式 17,959,158 株 4. 発行済株式総数 普通株式 17,959,158 株

5. 自己株式 普通株式 2,403 千円 5. 自己株式 普通株式 1,777 千円
（ 3,424 株） （ 2,598 株）

6. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の 6. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の
とおりであります。 とおりであります。
　販売運賃 1,066,058 千円 　販売運賃 1,075,485 千円
　広告販促費 2,181,760 千円 　広告販促費 2,132,937 千円
　給与・手当 3,039,806 千円 　給与・手当 3,024,374 千円
　退職給付費用 242,316 千円 　退職給付費用 223,704 千円
　賞与引当金繰入額 309,138 千円 　賞与引当金繰入額 266,562 千円
　役員退職金引当金繰入額 27,752 千円 　役員退職金引当金繰入額 27,017 千円
　減価償却費 329,144 千円 　減価償却費 294,939 千円

7. 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 7. 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費
1,419,495 千円 1,275,037 千円

8. 特別利益の主なもの 8. 特別利益の主なもの
補助金収入 30,473 千円 補助金収入 50,631 千円
貸倒引当金戻入益 20,865 千円 貸倒引当金戻入益 10,568 千円

特別損失の主なもの 特別損失の主なもの
固定資産処分損 14,260 千円 固定資産処分損 17,298 千円
製品自主回収費用 97,557 千円

9. 連結キャッシュ・フロー計算書関係 9. 連結キャッシュ・フロー計算書関係
現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記
されている科目の金額との関係 されている科目の金額との関係

（平成17年3月31日現在） （平成16年3月31日現在）

現金及び預金 5,112,643 千円 現金及び預金 3,912,454 千円
有価証券 1,057,945 千円 有価証券 1,038,856 千円

計 6,170,588 千円 計 4,951,311 千円

預入期間が3ヶ月 預入期間が3ヶ月
を超える定期預金 △ 1,285,518 千円 を超える定期預金    △ 1,335,515 千円

株式投資信託及び償還期間が 株式投資信託及び償還期間が
3ヶ月を超える債券等 △ 154,250 千円 3ヶ月を超える債券等     △  135,216 千円

現金及び現金同等物 4,730,819 千円 現金及び現金同等物 3,480,579 千円

当　連　結　会　計　年　度 前　連　結　会　計　年　度

平成17年3月31日現在 平成16年3月31日現在
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（セグメント情報）

（１）事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度及び当連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は次のとおりであります。
（単位：千円）

 ベビー用品・ 健康関連 計 消去 連　　結
 玩具関連事業 用品事業 又は全社

Ⅰ 売上高及び営業損益
（ 売上高  
 　自至 (1) 外部顧客に対する売上高 25,604,097 3,220,590 28,824,687 　　　- 28,824,687
 前 (2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ 間の内部売上高又は振替高 　　　- 　　　- 　　　- 　　　- 　　　-
 連平平
 結成成 計 25,604,097 3,220,590 28,824,687 　　　- 28,824,687
 会1516
 計年年 営　業　費　用 22,450,562 3,244,770 25,695,333 1,569,643 27,264,976
 年４３
 度月月 営　業　利　益 3,153,534 ( 24,179 ) 3,129,354 ( 1,569,643 ) 1,559,711
 　１31
 　日日 Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出
） 資　　　産 17,933,448 2,557,119 20,490,567 5,940,092 26,430,660

減価償却費 289,040 35,829 324,869 224,500 549,369
資本的支出 581,177 28,322 609,500 400,971 1,010,471

Ⅰ 売上高及び営業損益
（ 売上高  
 　自至 (1) 外部顧客に対する売上高 27,009,718 3,140,208 30,149,927 　　　- 30,149,927
 当 (2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ 間の内部売上高又は振替高 　　　- 　　　- 　　　- 　　　- 　　　-
 連平平
 結成成 計 27,009,718 3,140,208 30,149,927 　　　- 30,149,927
 会1617
 計年年 営　業　費　用 23,641,390 3,210,384 26,851,775 1,657,245 28,509,020
 年４３
 度月月 営　業　利　益 3,368,328 ( 70,176 ) 3,298,152 ( 1,657,245 ) 1,640,907
 　１31
 　日日 Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出
） 資　　　産 19,557,503 2,458,838 22,016,341 6,500,224 28,516,565

減価償却費 487,588 42,979 530,568 89,802 620,370
資本的支出 580,451 20,583 601,034 32,681 633,716

(注) 1. 事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品等の名称
 (1) 事業区分は、主要な製品系列による区分によっております。

(2) 各事業区分の主要な製品または事業の内容

 ベビー用品、ベビーカー、チャイルドシート、哺乳用品、玩具、
 ベビーケア用品、ベビーアパレル、保育園運営等

 フィットネス機器、介護用品、機能性食品等

2. 前連結会計年度及び当連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営
業費用の金額は、1,569,643千円及び 1,657,245千円であり、その主なものは総務人事部、財務部、
経営企画室等の管理部門の発生費用であります。

3. 前連結会計年度及び当連結会計年度における資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額
は 5,948,991千円及び 6,509,123千円であり、その主なものは、当社での余資運用資金（現預金及び
有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係わる資産等であります。

4. 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却費が含まれております。

期別

健 康 関 連 用 品 事 業

ベビー用品・玩具関連事業

主 要 な 製 品 又 は 事 業 名事 業 区 分
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（２）所在地別セグメント情報

前連結会計年度及び当連結会計年度の所在地別セグメント情報は次のとおりであります。
（単位：千円）

日　本 アジア 北　米 計 消去 連　　結
又は全社

（ Ⅰ 売上高及び営業損益
 　自至 売上高
 前 (1) 外部顧客に対する売上高 26,826,053 1,318,782 679,851 28,824,687 　　　- 28,824,687
 連平平 (2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ 間の内部売上高 230,359 4,248,709 9,003 4,488,072 ( 4,488,072 ) 　　　-
 結成成 又は振替高
 会1516
 計年年 計 27,056,413 5,567,492 688,855 33,312,760 ( 4,488,072 ) 28,824,687
 年４３
 度月月 営　業　費　用 24,186,981 5,036,570 975,195 30,198,747 ( 2,933,771 ) 27,264,976
 　１31
 　日日 営　業　利　益 2,869,432 530,921 ( 286,340 ) 3,114,013 ( 1,554,301 ) 1,559,711
）
Ⅱ 資　　　産 18,305,684 4,032,951 658,174 22,996,809 3,433,851 26,430,660

（ Ⅰ 売上高及び営業損益
 　自至 売上高
 当 (1) 外部顧客に対する売上高 27,750,989 1,426,575 972,362 30,149,927 　　　- 30,149,927
 連平平 (2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ 間の内部売上高 245,401 4,059,526 　　　- 4,304,927 ( 4,304,927 ) 　　　-
 結成成 又は振替高
 会1617
 計年年 計 27,996,391 5,486,101 972,362 34,454,855 ( 4,304,927 ) 30,149,927
 年４３
 度月月 営　業　費　用 25,085,528 4,835,071 1,242,015 31,162,616 ( 2,653,596 ) 28,509,020
 　１31
 　日日 営　業　利　益 2,910,862 651,029 ( 269,652 ) 3,292,239 ( 1,651,331 ) 1,640,907
）
Ⅱ 資　　　産 18,620,346 4,581,096 1,172,032 24,373,474 4,143,091 28,516,565

(注) 1. 地域は、地理的近接度により区分しております。
2. 本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。
・アジア・・・・中国、台湾　　　・北米・・・・米国
3. 前連結会計年度及び当連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営
業費用の金額は、1,569,643千円及び 1,657,245千円であり、その主なものは総務人事部、財務部、
経営企画室等の管理部門の発生費用であります。
4. 前連結会計年度及び当連結会計年度における資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額
は 5,948,991千円及び 6,509,123千円であり、その主なものは、当社での余資運用資金（現預金及び
有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係わる資産等であります。

（３）海 外 売 上 高

前連結会計年度（自 平成15年4月１日　至 平成16年3月31日）及び当連結会計年度（自 平成16年
4月１日　至 平成17年3月31日）
海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

期別
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（リース取引）

   当社は、証券取引法第27条の30の6の規定に基づき電子開示手続きを行なっておりますので記載を省略しております。

（関連当事者との取引）

　 当連結会計年度（自 平成16年4月１日　至 平成17年3月31日）

(1) 親会社及び法人主要株主等
（注）千円未満の端数切捨て

属　性 会社等 住　所 資本金又 事業の内容 議決権等の 取引の 取引金額 科　目 期末残高
の名称 は出資金 又は職業 所有(被所有)

割合
役員の兼任等 事業上の関係

内容

千円 （被所有）         千円         千円

法人主
ピップトウ
キョウ 東京都 1,563,200

医療衛生用品、
医療器具、家庭
用雑貨、 直接 11.9% 兼任1人

当社ベビー用
品・玩具・ 製品・商品 1,696,694

売掛金 313,885

要株主 株式会社 千代田区 ベビー用品等の
製造・販売

健康関連用品の
販売

の販売
受取手形 656,861

(注) １．上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。
２．取引条件および取引条件の決定方針等
　　　当社製品の販売に係わる価格その他取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。
　　　取引条件的に劣ることはありません。
３．当社の代表取締役会長　松浦康雄は、同社の取締役会長であります。

(2) 役員及び個人主要株主等
（注）千円未満の端数切捨て

属　性 会社等 住　所 資本金又 事業の内容 議決権等の 取引の 取引金額 科　目 期末残高
の名称 は出資金 又は職業 所有(被所有)

割合
役員の兼任等 事業上の関係

内容

千円 （被所有）         千円         千円

役員 松浦康雄 - -
当社代表取締役
会長

直接 2.1% - -
会員権の
譲渡

24,047 - -

(注) １．取引金額には消費税等が含まれておりません。
２．取引条件および取引条件の決定方針等
　　　会員権の譲渡につきましては、会員権業者の取引価格を参考に決定しております。

関　係　内　容

関　係　内　容
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（税効果会計関係）

(１) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別 (１) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳 の内訳

繰延税金資産 繰延税金資産
　役員退職金引当金繰入額否認 117,325 千円 　役員退職金引当金繰入額否認 119,385 千円
　貸倒引当金損金算入限度超過額 31,006 千円 　貸倒引当金損金算入限度超過額 62,900 千円
　賞与引当金損金算入限度超過額 152,871 千円 　賞与引当金損金算入限度超過額 119,811 千円
　繰越欠損金 760,556 千円 　繰越欠損金 369,505 千円
　棚卸資産評価損否認 24,448 千円 　棚卸資産評価損否認 52,029 千円
  税額控除 108,677 千円 　退職給付引当金繰入額否認 24,564 千円
　退職給付引当金繰入額否認 7,313 千円 　未払事業税否認 5,252 千円
　その他 101,657 千円 　その他 89,307 千円
繰延税金資産小計 1,303,858 千円 繰延税金資産小計 842,756 千円
　評価性引当額 △ 461,232 千円 　評価性引当額 △ 340,127 千円
繰延税金資産合計 842,625 千円 繰延税金資産合計 502,629 千円

繰延税金負債 繰延税金負債
　固定資産圧縮積立金 △ 187,661 千円 　固定資産圧縮積立金 △ 184,531 千円
　その他 △  86,802 千円 　その他 △  50,092 千円
繰延税金負債合計 △ 274,463 千円 繰延税金負債合計 △ 234,624 千円
繰延税金資産の純額 568,161 千円 繰延税金資産の純額 268,005 千円

(２) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 (２) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の主な項目別の内訳 率との差異の主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4 ％ 法定実効税率 42.0 ％
（調整額） （調整額）
　交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5 ％ 　交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6 ％
　住民税均等割等 1.6 ％ 　住民税均等割等 1.6 ％
　税額控除 △ 8.5 ％ 　税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.8 ％
  評価性引当額の増減額 3.7 ％ 　税額控除 △ 7.5 ％
　子会社株式・子会社出資金評価損 △ 49.5 ％ 　在外子会社の適用税率の差異 △ 11.8 ％
　在外子会社の適用税率の差異 △ 11.6 ％ 　子会社当期純損益に対する税効果会計未適用 10.7 ％
　子会社当期純損益に対する税効果会計未適用 12.7 ％ 　その他 0.3 ％
　その他 △ 0.7 ％ 税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.7 ％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 △ 11.5 ％

(３) (３) 地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第
９号）により、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰
延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、40.4
％に変更されております。その結果、繰延税金資産の
金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が11,057
千円減少し、当連結会計年度に計上された法人税等
調整額が11,143千円、その他有価証券評価差額金が
85千円、それぞれ増加しております。

前　連　結　会　計　年　度当　連　結　会　計　年　度

平成17年3月31日現在 平成16年3月31日現在
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（有価証券関係）

　（前連結会計年度）（平成16年3月31日現在）

１.満期保有目的の債券で時価のあるもの （単位：千円）

種　　　類 連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

　時価が連結貸借対照表 　国債 214,695 217,365 2,669

　計上額を超えるもの 小計 214,695 217,365 2,669

　時価が連結貸借対照表 　国債                 -                 -                 -

　計上額を超えないもの 小計                 -                 -                 -

214,695 217,365 2,669

２．その他有価証券で時価のあるもの （単位：千円）

種　　　類 取　得　原　価 連結貸借対照表計上額 差 額

　連結貸借対照表計上額が (1) 株式 22,807 85,509 62,701

　取得原価を超えるもの (2) 社債 100,460 105,802 5,341

小計 123,267 191,311 68,043

　連結貸借対照表計上額が (1) 株式                 -             　    -             　    -

　取得原価を超えないもの (2) 社債                 -             　    -             　    -

小計                 -             　    -             　    -

123,267 191,311 68,043

３．時価評価されていない有価証券の主な内容 （単位：千円）

連結貸借対照表計上額 摘　　　　要

　その他有価証券

　　(1)非上場株式(店頭売買株式を除く） 772,403

　　(2)ﾏﾈｰﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄﾌｧﾝﾄﾞ等 909,640

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

（単位：千円）

1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内

　債　券

　　(1) 国債 85,000 130,000                 -

    (2) 社債 50,000 60,000                 -

合計 135,000 190,000                 -

有価証券

合計

合計
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　（当連結会計年度）（平成17年3月31日現在）

１.満期保有目的の債券で時価のあるもの （単位：千円）

種　　　類 連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

　時価が連結貸借対照表 (1) 国債 130,006 131,912 1,905

　計上額を超えるもの (2) 社債 60,237 60,309 71

小計 190,243 192,221 1,977

　時価が連結貸借対照表 (1) 国債                 -                 -                 -

　計上額を超えないもの (2) 社債                 -                 -                 -

小計                 -                 -                 -

190,243 192,221 1,977

２．その他有価証券で時価のあるもの （単位：千円）

種　　　類 取　得　原　価 連結貸借対照表計上額 差 額

　連結貸借対照表計上額が (1) 株式 22,807 84,960 62,152

　取得原価を超えるもの (2) 社債 51,107 54,235 3,127

小計 73,915 139,195 65,280

　連結貸借対照表計上額が (1) 株式                 -             　    -             　    -

　取得原価を超えないもの (2) 社債                 -             　    -             　    -

小計                 -             　    -             　    -

73,915 139,195 65,280

３．時価評価されていない有価証券の主な内容 （単位：千円）

連結貸借対照表計上額 摘　　　　要

　その他有価証券

　　(1)非上場株式 793,503

　　(2)ﾏﾈｰﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄﾌｧﾝﾄﾞ等 909,694

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

（単位：千円）

1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内

　債　券

　　(1) 国債 100,000 30,000                 -

    (2) 社債 54,000 66,000                 -

合計 154,000 96,000                 -

（デリバティブ取引）

   当社は、証券取引法第27条の30の6の規定に基づき電子開示手続きを行なっておりますので記載を省略しております。

有価証券

合計

合計
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要
　　　当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、総合設立型の厚生年金基金制度、適格退職年金制度
　　を設けております。また、従業員の退職等に対して割増退職金を支払う場合があります。なお、在外連結子会
　　社は退職給付制度は設けておりません。

２．退職給付債務に関する事項
（単位：千円）

当連結会計年度 前連結会計年度
（平成17年3月31日） （平成16年3月31日）

イ．退職給付債務 △ 1,323,338 △ 1,292,664
ロ．年金資産 1,074,459 945,956
ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △ 248,878 △ 346,707
ニ．未認識数理計算上の差異 230,775 285,903
ホ．未認識過去勤務債務 - -
ヘ．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） △ 18,103 △ 60,804
ト．前払年金費用 - -
チ．退職給付引当金（ヘ－ト） △ 18,103 △ 60,804

（注）厚生年金基金についての掛金拠出割合比率で計算した年金資産額は、前連結会計年度2,497,765千円、
　　　当連結会計年度 2,829,570千円であります。

３．退職給付費用に関する事項
（単位：千円）

当連結会計年度 前連結会計年度
（平成17年3月31日） （平成16年3月31日）

イ．勤務費用 93,716 88,826
ロ．利息費用 25,853 24,178
ハ．期待運用収益 △ 23,648 △ 19,927
ニ．数理計算上の差異の費用処理額 36,821 41,442
ホ．過去勤務債務の費用処理額 - -
ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 132,742 134,520

（注）上記退職給付費用以外に、厚生年金基金に対する事業者拠出額が、前連結会計年度96,167千円、当
　　　連結会計年度111,792千円及び割増退職金が前連結会計年度18,870千円、当連結会計年度31,657千円
　　　を退職給付費用として処理しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

当連結会計年度 前連結会計年度
（平成17年3月31日） （平成16年3月31日）

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左

ロ．割引率 ２．０％ ２．０％

ハ．期待運用収益率 ２．５％ ２．５％

ニ．過去勤務債務の額の処理年数 － －

ホ．数理計算上の差異の処理年数 　　　　　 10年
（各連結会計年度の発生時の
従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数による定額法
により按分した額をそれぞれ
発生の翌連結会計年度から費
用処理することとしておりま
す。）

同左
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生産、受注及び販売の状況

(１) 生産実績

（単位：千円）

事業の種類別セグメントの名称

　　前年同期比

ベビー用品・玩具関連事業 10,506,618 △ 3.6 ％

健 康 関 連 用 品 事 業 1,464,988 △ 0.7

合　　計 11,971,606 △ 3.2

（注）金額は製造原価によっております。

(２) 受注状況

当社は受注生産は行っておりません。

(３) 商品仕入実績

（単位：千円）

事業の種類別セグメントの名称

　　前年同期比

ベビー用品・玩具関連事業 2,814,444 ＋ 21.3 ％

健 康 関 連 用 品 事 業 584,826 ＋ 19.5

合　　計 3,399,270 ＋ 21.0

（注）金額は仕入原価によっております。

(４) 販売実績

（単位：千円）

事業の種類別セグメントの名称

　　前年同期比

ベビー用品・玩具関連事業 27,009,718 ＋ 5.5 ％

健 康 関 連 用 品 事 業 3,140,208 △ 2.5

合　　計 30,149,927 ＋ 4.6

自　平成16年4月 1日

至　平成17年3月31日

当連結会計年度

自　平成16年4月 1日

至　平成17年3月31日

当連結会計年度

自　平成16年4月 1日

至　平成17年3月31日

当連結会計年度
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平成 17年 3月期個別財務諸表の概要    平成 17年 5月 13日

上 場 会 社 名    コンビ株式会社 上場取引所　　東証第１部

コード番号 7935 本社所在都道府県　東京都

（ＵＲＬ　http://www.combi.co.jp/）

代　　表　　者　  役職名　代表取締役社長　　氏　名　　松　浦　弘　昌

問合せ先責任者　　役職名  財　務　部　長　　氏　名　　横　堀　 　 勉 TEL (03) 5828 - 7661

決算取締役会開催日　　平成 17年 5月 13日 中間配当制度の有無　　有

配当支払開始予定日　　平成 17年 6月 30日 定時株主総会開催日　　平成 17年 6月 29日

単元株制度採用の有無　有(１単元　500 株)

１. 17年  3月期の業績（平成 16年 4月 1日 ～ 平成 17年 3月 31日）

(1)経営成績 (注）記載金額は、百万円未満切り捨て表示

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年  3月期 24,833 1.3 1,182 △ 0.5 1,205 3.5

16年  3月期 24,512 △ 5.4 1,188 △ 45.2 1,164 △ 44.4

  
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

17年  3月期 130 △ 83.2 7.25 -　 0.9 5.1 4.9

16年  3月期 774 △ 26.8 42.34 -　 5.4 4.9 4.7

 (注)①期中平均株式数 17年  3月期  17,956,109 株   　 　16年  3月期  17,956,730 株 

     ②会計処理の方法の変更　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況

配当金総額 配 当 性 向 株 主 資 本

中  間 期　末 (年間) 配 当 率
円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

17年  3月期 20.00 10.00 10.00 359 276.0 2.5

16年  3月期 20.00 10.00 10.00 359 47.2 2.5

(3)財政状態

百万円 百万円   ％  円 銭

17年  3月期 23,940 14,197 59.3 790.67

16年  3月期 23,327 14,442 61.9 803.51

(注)①期末発行済株式数  　17年  3月期  　17,955,734 株　　　　　16年  3月期     　17,956,560 株

 　 ②期末自己株式数  　　17年  3月期  　     3,424 株　　　　　16年  3月期            2,598 株

２. 18年  3月期の業績予想（ 平成 17年 4月 1日  ～  平成 18年 3月 31日 ）

売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中　間 期　末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期 12,500 270 210 10.00 -  -  

通 期 26,300 1,340 890 -  10.00 20.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   49円57銭

　＊　上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に関わる本資料発表

　　　日現在における仮定を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があり

　　　ます。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につきましては、添付資料「決算短信（連

　　　結）」の８ページを参照してください。

営 業 利 益売 上 高 経 常 利 益

当 期 純 利 益

１株当たり株主資本

１株当たり年間配当金

１株当たり年間配当金

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率
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比較貸借対照表
（注）千円未満の端数切捨て

 　　    　期　　　別

  科　　　目 金　　額 金　　額 金　　額

 （資産の部） 千円 ％ 千円 ％ 千円  

Ⅰ 流動資産 〔 16,446,965 〕 68.7 〔 14,546,212 〕 62.4 〔 1,900,753 〕

現 金 及 び 預 金 3,114,345 2,174,359 939,985

受 取 手 形 1,198,636 1,172,058 26,577

売 掛 金 5,564,311 5,257,649 306,662

有 価 証 券 1,057,945 1,038,856 19,088

商 品 617,347 584,489 32,857

製 品 1,929,308 2,034,608 △ 105,299 

原 材 料 876,391 696,593 179,798

貯 蔵 品 8,836 11,816 △ 2,980 

前 渡 金 6,289 5 6,284

前 払 費 用 66,918 94,095 △ 27,177 

繰 延 税 金 資 産 490,593 140,011 350,581

立 替 金 　　　　　- 116,206 △ 116,206 

未 収 金 330,137 395,596 △ 65,458 

未 収 法 人 税 等 165,000 　　　　　- 165,000

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 780,000 674,061 105,938

営 業 外 受 取 手 形 　　　　　- 9,494 △ 9,494 

そ の 他 264,166 197,832 66,334

貸 倒 引 当 金 △ 23,261 △ 51,522 28,261

Ⅱ 固定資産 〔 7,493,214 〕 31.3 〔 8,781,139 〕 37.6 〔 △ 1,287,925 〕

1. 有形固定資産 （ 4,742,676 ） 19.8 （ 4,907,032 ） 21.0 （ △ 164,355 ）

建 物 1,520,371 1,602,070 △ 81,698 

構 築 物 90,510 103,283 △ 12,772 

機 械 装 置 137,498 170,681 △ 33,183 

車 両 運 搬 具 5,859 8,338 △ 2,479 

金 型 36,059 56,238 △ 20,179 

工 具 器 具 備 品 166,082 180,125 △ 14,043 

土 地 2,786,294 2,786,294 　　　　-

2. 無形固定資産 （ 540,387 ） 2.3 （ 582,881 ） 2.5 （ △ 42,493 ）

電 話 加 入 権 　　　　　- 8,831 △ 8,831 

ソ フ ト ウ ェ ア 523,818 242,573 281,244

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 　　　　　- 324,900 △ 324,900 

そ の 他 16,569 6,575 9,993

3. 投資その他の資産 （ 2,210,150 ） 9.2 （ 3,291,225 ） 14.1 （ △ 1,081,075 ）

投 資 有 価 証 券 838,448 936,383 △ 97,934 

関 係 会 社 株 式 316,253 1,012,375 △ 696,122 

出 資 金 745 735 10

関 係 会 社 出 資 金 98,283 444,955 △ 346,671 

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 649,709 　　　　　- 649,709

更 生 債 権 等 153,690 180,117 △ 26,426 

長 期 前 払 費 用 974 979 △ 4 

繰 延 税 金 資 産 18,755 295,872 △ 277,117 

役 員 保 険 積 立 金 　　　　　- 124,467 △ 124,467 

差 入 保 証 金 　　　　　- 136,571 △ 136,571 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 失 　　　　　- 281,147 △ 281,147 

そ の 他 331,368 30,545 300,823

貸 倒 引 当 金 △ 198,078 △ 152,921 △ 45,157 

資 産 の 部 合 計 23,940,180 100.0 23,327,352 100.0 612,828

増　　減平成１６年３月期

平成16年３月31日現在

構成比

平成１７年３月期

平成17年３月31日現在

構成比
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 　　    　期　　　別

  科　　　目 金　　額 金　　額 金　　額

 （負債の部） 千円 ％ 千円 ％ 千円 

Ⅰ 流動負債 〔 5,947,289 〕 24.8 〔 6,852,729 〕 29.4 〔 △ 905,440 〕

支 払 手 形 2,168,376 2,046,099 122,277

買 掛 金 1,429,536 1,219,562 209,974

短 期 借 入 金 710,000 870,000 △ 160,000 

１ 年 以 内 償 還 予 定 社 債   　 　　- 1,000,000 △ 1,000,000 

未 払 金 1,053,512 1,061,407 △ 7,894 

未 払 費 用 170,171 173,308 △ 3,136 

未 払 法 人 税 等   　 　　- 38,899 △ 38,899 

未 払 消 費 税 等   　 　　- 1,500 △ 1,500 

前 受 金 8,607 3,376 5,231

預 り 金 13,845 14,809 △ 964 

賞 与 引 当 金 289,121 259,998 29,123

そ の 他 104,117 163,769 △ 59,652 

Ⅱ 固定負債 〔 3,795,876 〕 15.9 〔 2,032,373 〕 8.7 〔 1,763,503 〕

社 債 3,000,000 1,000,000 2,000,000

退 職 給 付 引 当 金 18,103 60,804 △ 42,701 

役 員 退 職 金 引 当 金 290,410 295,508 △ 5,098 

預 り 保 証 金 400,479 394,913 5,565

デ リ バ テ ィ ブ 債 務   　 　　- 281,147 △ 281,147 

そ の 他 86,883   　 　　- 86,883

負 債 の 部 合 計 9,743,165 40.7 8,885,102 38.1 858,063

 （資本の部）

Ⅰ 資本金 〔 2,991,922 〕 12.5 〔 2,991,922 〕 12.8 〔 　　　　- 〕

Ⅱ 資本剰余金 〔 2,783,731 〕 11.6 〔 2,783,731 〕 11.9 〔 　　　　- 〕

1. 資 本 準 備 金 2,783,731 2,783,731 　　　　-

Ⅲ 利益剰余金 〔 8,384,856 〕 35.0 〔 8,627,818 〕 37.0 〔 △ 242,962 〕

1. 利 益 準 備 金 324,459 324,459 　　　　-

2. 任 意 積 立 金 1,009,478 1,024,766 △ 15,288 

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 188,358 200,395 △ 12,037 

特 別 償 却 準 備 金 11,119 14,370 △ 3,251 

別 途 積 立 金 810,000 810,000 　　　　-

3. 当 期 未 処 分 利 益 7,050,918 7,278,592 △ 227,673 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 〔 38,907 〕 0.2 〔 40,553 〕 0.2 〔 △ 1,646 〕

Ⅴ 自己株式 〔 △ 2,403 〕 △ 0.0 〔 △ 1,777 〕 △ 0.0 〔 △ 625 〕

資 本 の 部 合 計 14,197,014 59.3 14,442,249 61.9 △ 245,234 

負 債 及 び 資 本 の 部 合 計 23,940,180 100.0 23,327,352 100.0 612,828

増　　減

平成17年３月31日現在 平成16年３月31日現在

構成比 構成比

平成１７年３月期 平成１６年３月期
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比較損益計算書
（注）千円未満の端数切捨て

 　　　期　　　別

科　　　目 金　　額 金　　額 金　　額 百分比

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

Ⅰ 24,833,227 100.0 24,512,606 100.0 320,620 1.3

Ⅱ 14,253,577 57.4 14,363,936 58.6 △ 110,358 △ 0.8

10,579,649 42.6 10,148,670 41.4 430,979 4.3

Ⅲ 9,397,639 37.8 8,960,518 36.5 437,121 4.9

1,182,010 4.8 1,188,151 4.9 △ 6,141 △ 0.5

Ⅳ 261,724 1.1 190,295 0.8 71,429 37.5

Ⅴ 238,494 1.0 214,200 0.9 24,294 11.3

1,205,240 4.9 1,164,247 4.8 40,993 3.5

Ⅵ 50,340 0.2 48,703 0.2 1,636 3.4

Ⅶ 1,186,631 4.8 14,673 0.1 1,171,957 -

68,950 0.3 1,198,277 4.9 △ 1,129,327 △ 94.3

11,159 0.0 411,918 1.7 △ 400,759 △ 97.3

△ 72,348 △0.2 12,089 0.0 △ 84,437 -

130,139 0.5 774,269 3.2 △ 644,130 △ 83.2

7,100,340 6,683,888 416,452

179,561 179,565 △ 4 

7,050,918 7,278,592 △ 227,673 

営 業 利 益

経 常 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

税 引 前 当 期 純 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

特 別 損 失

中 間 配 当 額

当 期 未 処 分 利 益

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

対　比

売 上 高

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

売 上 総 利 益

百分比

至平成16年３月31日

百分比

至平成17年３月31日

増　　　減

自平成16年４月１日

前　期平成１７年３月期 平成１６年３月期

自平成15年４月１日
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比較利益処分案
（注）千円未満の端数切捨て

 　　　期　　　別

項　　　目 金　　額 金　　額 金　　額

千円 千円 千円 

当 期 未 処 分 利 益 7,050,918 7,278,592 △ 227,673

任 意 積 立 金 取 崩 額

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 3,275 3,275 　　　　-

固 定資産圧縮積立金取崩額 11,360 12,374 △ 1,014

合　　　　計 7,065,554 7,294,241 △ 228,687

利 益 処 分 額

配 当 金 179,557 179,565 △ 8

（ １ 株 に つ き ） (10円00銭) (10円00銭)

取 締 役 賞 与 金 　　　　- 13,975 △ 13,975

任 意 積 立 金

(1) 特 別 償 却 準 備 金 　　　　- 24 △ 24

(2) 固 定資産圧縮積立金 　　　　- 336 △ 336

次 期 繰 越 利 益 6,885,996 7,100,340 △ 214,343

(注) 1. 配当金は、自己株式（平成17年3月期:3,424株、平成16年3月期:2,598株）を除いております。

 2. １株当たり配当金の内訳

　　　　　　
中 間 年　間 期 末

円 　 銭 円 　 銭 円　 銭 円 　 銭 円 　 銭 円 　 銭 
　普　通　株　式 　２０　００ 　１０　００ 　　１０　００ ２０　００ １０　００ １０　００
　　（内　訳）

普　通　配　当 　２０　００ 　１０　００ 　　１０　００ ２０　００ １０　００ １０　００
記　念　配　当 　　　　- 　　　　　- 　　　　- 　　　　-

増　　　減

自平成15年4月 1日
至平成16年3月31日

平成１７年３月期

自平成16年4月 1日
至平成17年3月31日

平成１６年３月期

期 末 中 間

  　　-

平成１７年３月期 平成１６年３月期
年 間

　　　-
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重要な会計方針

1. 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）を採用しております。

(2) 関係会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

(3) その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

2. デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法を採用しております。

3. たな卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法を採用しております。

4. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法）

を採用しております。

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法を

採用しております。

5. 繰延資産の処理方法

社債発行費

支出時に全額費用として処理しております。

6. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上しており

ます。
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(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。

なお、数理計算上の差異は、各期の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理することとしております。

(4) 役員退職金引当金

役員に対する退職金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

7. ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、通貨オプション及び為替予約については振当処理の

要件を満たしている場合は振当処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針

当社の内部規程である「市場リスク管理規程」に基づき、為替変動リスクをヘッジしております。

なお、主要なリスクである外貨建仕入取引（予定取引を含む）の為替変動リスクに関しては、原則

として、決済が1年以内の取引については90％以下をヘッジし、決済が1年を超える取引については

70％以下をヘッジする方針であります。

当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下の通りであります。

・ ヘッジ手段 通貨オプション、為替予約

・ ヘッジ対象 外貨建取引（予定取引を含む）

(3) 有効性評価の方法

原則としてヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動

またはキャッシュ・フロー変動の累計とを比率分析する方法によっております。ただし、振当処理

によっている為替予約等は、有効性の評価を省略しております。

8. リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

9. 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。
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表示方法の変更

（貸借対照表）

前期まで区分掲記しておりました「営業外受取手形」（当

期末残高 25,892千円）は、資産の総額の100分の1以下である

ため、流動資産の「受取手形」に含めて表示することにしま

した。

前期まで区分掲記しておりました「立替金」（当期末残高

116,818千円）は、資産の総額の100分の1以下であるため、

流動資産の「その他」に含めて表示することにしました。

前期まで区分掲記しておりました「電話加入権」（当期末

残高 8,831千円）、「ソフトウェア仮勘定」（当期末残高 

2,730千円）は、資産の総額の100分の1以下であるため、無

形固定資産の「その他」に含めて表示することにしました。

前期まで区分掲記しておりました「役員保険積立金」（当

期末残高 101,497千円）、「差入保証金」（当期末残高 

131,642千円）、「繰延ヘッジ損失」（当期末残高 86,883千

円）は、資産の総額の100分の1以下であるため、投資その他

の資産の「その他」に含めて表示することにしました。

前期まで区分掲記しておりました「未払消費税等」（当期

末残高 76,215千円）は、負債及び資本の合計額の100分の1

以下であるため、流動負債の「未払金」に含めて表示するこ

とにしました。

前期まで区分掲記しておりました「デリバティブ債務」

（当期末残高 86,883千円）は、負債及び資本の合計額の100

分の1以下であるため、固定負債の「その他」に含めて表示

することにしました。

当　　　　期 前　　　　期

平成17年3月31日現在 平成16年3月31日現在
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注記事項

当　　　　　期　 前　　　　　期　

1. 有形固定資産の減価償却累計額 1. 有形固定資産の減価償却累計額

3,681,979 千円 3,646,299 千円

2. 担保提供資産 2. 担保提供資産

建物 896,535 千円 建物 945,658 千円

構築物 87,735 千円 構築物 100,163 千円

土地 783,502 千円 土地 1,160,103 千円

計 1,767,773 千円 計 2,205,925 千円

上記に対応する債務 上記に対応する債務

社債 1,000,000 千円 １年以内償還予定社債 1,000,000 千円

社債 1,000,000 千円

計 2,000,000 千円

3. 授権株式数及び発行済株式数 3. 授権株式数及び発行済株式数

授権株式数　　普通株式　 60,000,000 株 授権株式数　　普通株式　 60,000,000 株

発行済株式総数　普通株式 17,959,158 株 発行済株式総数　普通株式 17,959,158 株

4. 関係会社項目 4. 関係会社項目

売掛金 861,271 千円 売掛金 979,358 千円

買掛金 444,273 千円 買掛金 258,834 千円

5. 保証債務 782,072 千円 5. 保証債務 698,925 千円

6. 自己株式 普通株式 2,403 千円 6. 自己株式 普通株式 1,777 千円

（ 3,424 株） （ 2,598 株）

7. 配当制限 7. 配当制限

8. 特別利益の主なもの 8. 特別利益の主なもの

固定資産売却益 3,368 千円 投資有価証券売却益 2,407 千円

会員権売却益 4,847 千円 貸倒引当金戻入益 46,293 千円

貸倒引当金戻入益 42,124 千円

特別損失の主なもの 特別損失の主なもの

固定資産処分損 14,162 千円 固定資産処分損 14,625 千円

投資有価証券評価損 2,364 千円

関係会社投融資損失 1,101,813 千円

製品自主回収費用 68,290 千円

関係会社投融資損失は、関係会社に対する

株式及び出資金評価損 1,042,793千円と貸

倒引当金繰入額 59,019千円であります。

　商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価を
付したことにより増加した純資産額は38,907千円であり
ます。

　関係会社に対する資産及び負債については、区分掲記
したもののほか主なものは次のとおりであります。

　関係会社に対する資産及び負債については、区分掲記
したもののほか主なものは次のとおりであります。

平 成 17 年 3 月 31 日 現 在 平 成 16 年 3 月 31 日 現 在

　商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価を
付したことにより増加した純資産額は40,553千円であり
ます。

　ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた場合
には、会社が発行する株式（授権株式数）について、そ
れに相当する株式数を減ずることとなっております。

　ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた場合
には、会社が発行する株式（授権株式数）について、そ
れに相当する株式数を減ずることとなっております。
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（リース取引関係）
　　当社は証券取引法第27条の30の6の規定に基づき電子開示手続きを行なっておりますので、当該事項の記載を省略して
  おります。

（税効果会計関係）

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 繰延税金資産
　役員退職金引当金繰入額否認 111,883 千円 　役員退職金引当金繰入額否認 116,872 千円
　賞与引当金損金算入限度超過額 116,805 千円 　関係会社株式評価損否認 143,843 千円
　貸倒引当金損金算入限度超過額 28,080 千円 　賞与引当金損金算入限度超過額 105,039 千円
　税務上の繰越欠損金 242,091 千円 　貸倒引当金損金算入限度超過額 30,890 千円
　退職給付引当金繰入額否認 7,313 千円 　関係会社出資金評価損否認 118,526 千円
　税額控除 108,677 千円 　退職給付引当金繰入額否認 24,564 千円
　その他 57,477 千円 　未払事業税否認 5,252 千円
繰延税金資産計 672,329 千円 　その他 53,601 千円

繰延税金資産計 598,589 千円

繰延税金負債 繰延税金負債
　固定資産圧縮積立金 △ 119,978 千円 　固定資産圧縮積立金 △ 127,679 千円
  その他 △ 43,002 千円   その他 △ 35,027 千円
繰延税金負債計 △ 162,981 千円 繰延税金負債計 △ 162,706 千円
繰延税金資産の純額 509,348 千円 繰延税金資産の純額 435,883 千円

2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との 2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との
　差異の原因となった主な項目別の内訳 　差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4 ％ 法定実効税率 42.0 ％
（調整額） （調整額）
　交際費等永久に損金に算入されない項目 11.2 ％ 　交際費等永久に損金に算入されない項目 0.7 ％
　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 2.1 ％ 　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 0.4 ％
　住民税均等割等 27.7 ％ 　住民税均等割等 1.6 ％
　税額控除 △ 170.8 ％ 　税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.5 ％
　その他 4.8 ％ 　税額控除 △ 8.5 ％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 △ 88.7 ％ 　その他 △ 0.5 ％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.4 ％

3. 3.地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第９号）
　により、当期の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使
　用した法定実効税率は、40.4％に変更されております。そ
　の結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除
　した金額）が 6,277千円減少し、当期に計上された法人税
　等調整額が 6,362千円、その他有価証券評価差額金が85千
　円、それぞれ増加しております。

前　　　　　　　　期当　　　　　　　　期

平 成 17 年 3 月 31 日 現 在 平 成 16 年 3 月 31 日 現 在
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役員の異動（平成１７年６月２９日付予定） 
 
１． 新任取締役候補 
＜新役職名＞    ＜氏 名＞  ＜現役職名＞ 
取締役 執行役員  河西 省   執行役員 
取締役       古谷 昇   有限会社ビークル 代表取締役 
（注）新任取締役候補 古谷 昇氏は、商法１８８条第２項第７号の２に定める社外取締役でありま

す。 
 

２． 新任監査役候補 
＜新役職名＞    ＜氏 名＞  ＜現役職名＞ 
常勤監査役     大福 一彦  取締役 執行役員 
非常勤監査役    塚田 道明  公認会計士 
（注）新任監査役候補 塚田 道明氏は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第１８

条第１項に定める社外監査役であります。 
 

３． 退任予定取締役 
＜現役職名＞     ＜氏 名＞  ＜退任後の就任先＞ 
取締役 常務執行役員 金子 亮一 
取締役 執行役員   黒岡 輝明   顧問 
取締役 執行役員   大福 一彦   常勤監査役 
 

４． 退任予定監査役 
＜現役職名＞     ＜氏 名＞ 
常勤監査役      廣田 亘康 

 
５． 昇格予定取締役 
＜新役職名＞     ＜氏 名＞  ＜現役職名＞ 
取締役 常務執行役員 木下 道太  取締役 執行役員 

以上 
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